
 

 

平成２７年３月亀山市議会定例会提出議案 

条例制定・改廃の背景及び趣旨 

 
                              頁 

議案第１号  亀山市立保育所利用者負担額等の徴収に関す 

       る条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

議案第２号  亀山市立幼稚園利用者負担額の徴収に関する 

       条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

議案第３号  亀山市情報公開条例の一部を改正する条例・・・４ 

議案第４号  亀山市行政手続条例の一部を改正する条例・・・５ 

議案第５号  亀山市職員定数条例の一部を改正する条例・・・７ 

議案第６号  亀山市教育委員会教育長の給与、勤務時間等 

       に関する条例の一部を改正する条例・・・・・・８ 

議案第７号  亀山市職員給与条例の一部を改正する条例・・・９ 

議案第８号  亀山市職員退職手当支給条例の一部を改正す 

る条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

議案第９号  亀山市手数料条例の一部を改正する条例・・・１１ 

議案第１０号 亀山市教育に関する事務の職務権限の特例に 

関する条例の一部を改正する条例・・・・・・１３ 

議案第１１号 亀山市保育所設置条例の一部を改正する条例・１４ 

議案第１２号 亀山市待機児童館条例の一部を改正する条例・１５ 

議案第１３号 亀山市学童保育所条例の一部を改正する条例・１７ 

 



 

 

議案第１４号 亀山市国民健康保険税条例の一部を改正する 

条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

議案第１５号 亀山市農業集落排水処理施設条例の一部を改 

正する条例・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

議案第１６号 亀山市営住宅条例の一部を改正する条例・・・２０ 

議案第１７号 亀山市水道事業給水条例の一部を改正する条 

例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

議案第１８号 亀山市消防団条例の一部を改正する条例・・・２２ 

議案第１９号 亀山市保育の実施に関する条例を廃止する条 

例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 
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件   名  
亀山市立保育所利用者負担額等

の徴収に関する条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」（平成２４

年法律第６５号）が制定され、「子ども・子育て支援法及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法律第６７

号）により児童福祉法が改正されました。  

これにより、新制度の対象となる保育所などの施設の利用にかかる保育料

は、保護者の属する世帯の所得の状況等に応じた応能負担とし、政令で定め

る額を限度として市町村が定めることとされました。公立保育所は新制度に

移行することから、市立保育所の利用者負担額等を定めるため、本条例を制

定するものです。  

２ 制定内容  

（１）市立保育所の利用者負担額等の徴収に関し必要な事項を定めるものとし

ます。 ＜第１条関係＞  

（２）条例における用語の意義を定めます。 ＜第２条関係＞  

（３）市立保育所の利用者負担額は、政令で定める額を限度として規則で定め

る額とします。 ＜第３条関係＞  

（４）市立保育所において保育を受けた子どもの支給認定保護者から利用者負

担額を徴収することとし、月の中途に入所し、または退所した場合には日

割りで徴収することなどを定めることとします。 ＜第４条関係＞  

（５）市長が特別の理由があると認めるときに、利用者負担額を減額し、また

は免除することができることとします。 ＜第５条関係＞  

（６）市立保育所において延長保育を受けた子どもの支給認定保護者から規則

で定める延長保育料を徴収することとします。 ＜第６条関係＞  

（７）条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めます。 ＜第７条関係＞  
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３ その他  

（１）施行日は、平成２７年４月１日とします。  

（２）附則において、本条例を引用する必要がある次の条例の一部を改正し、

条項の整理を行います。  

  ア 亀山市市税等の滞納者に対する行政サービスの制限の措置に関する条例  

イ 亀山市産業振興条例  

ウ 亀山市公共下水道条例  

エ 亀山市営住宅条例  

オ 亀山市子どもの出生祝金条例  
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件   名  
亀山市立幼稚園利用者負担額の

徴収に関する条例  

教育委員会事務局  

教育総務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」（平成２４

年法律第６５号）が制定され、平成２７年４月１日から施行されます。  

これにより、新制度の対象となる幼稚園などの施設の利用にかかる保育料

は、保護者の属する世帯の所得の状況等に応じた応能負担とし、政令で定め

る額を限度として市町村が定めることとされました。公立幼稚園は新制度に

移行することから、市立幼稚園の利用者負担額を定めるため、亀山市立幼稚

園保育料徴収条例を全部改正するものです。  

２ 改正内容  

（１）旧制度において「保育料」としていた施設利用に係る徴収金は、新制度

において「利用者負担額」とすることとされたため、「保育料」を「利用

者負担額」に改めます。 ＜題名及び第１条関係＞  

（２）条例における用語の意義を定めます。 ＜第２条関係＞  

（３）市立幼稚園の利用者負担額は、月額６，０００円を限度として、支給認

定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して教育委員会規

則で定める額とします。 ＜第３条関係＞  

※ 旧制度における保育料については、一律月額６，０００円であり、

世帯の所得等に応じて減免しています。  

（４）市立幼稚園において教育を受ける園児の支給認定保護者から利用者負担

額を徴収することとし、月の中途で入園し、または退園した場合には日割

りで徴収することなどを定めることとします。 ＜第４条関係＞  

（５）市長が特別の理由があると認めるときなどに、利用者負担額を減額し、

又は免除することができることとします。 ＜第５条関係＞  

（６）条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定めます。  

＜第６条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市情報公開条例の一部を改

正する条例  

企画総務部 

総務法制室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第６６号）

の改正規定の一部が平成２７年４月１日から施行されることに伴い、所要の

改正を行うものです。  

２ 改正内容  

  法律において規定する「特定独立行政法人」が廃止され、新たに「行政執

行法人」として規定されたことから、条例で引用する当該法人の規定を改め

ます。 ＜第７条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市行政手続条例の一部を改

正する条例  

企画総務部  

総務法制室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

処分や行政指導に関する手続について、国民の権利利益の保護の一層の充

実を図るため、行政手続法の一部を改正する法律（平成２６年法律第７０号。

以下「改正法」といいます。）が、平成２７年４月１日から施行されます。  

地方自治体において、この改正法は、「法律に根拠を有する処分」につい

てのみ適用があり、「条例に根拠を有する処分」や「行政指導」については

適用除外とされています。他方で、地方自治体は、行政手続法の規定の趣旨

にのっとり、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため、必要

な措置を講ずるよう努めなければならないこととされています。  

このことから、市の行政手続制度においても、行政手続法と同様の改正が

必要となるため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）行政指導に携わる者が、許認可等をする権限や許認可等に基づく処分を

する権限を行使できることを示して行政指導をする場合には、その相手方

に対して、その権限の根拠となる法令の条項等を示さなければならないこ

ととします。 ＜第３３条関係＞  

（２）法律又は条例に規定する要件に適合しない行政指導を受けたと思料する

場合には、指導を受けた相手方は、行政指導をした市の機関に中止等を求

めることができることとします。 ＜第３５条関係＞  

（３）何人も、法令違反の事実を発見した場合には、処分や行政指導の権限が

ある市の機関等に対して、是正のための処分や行政指導を求めることがで

きることとします。 ＜新第３６条の２関係＞  

（４）行政手続法の改正に合わせ、語句の表記を改めることとします。  

＜第２条から第４条まで、第１３条から第１５条まで、第２２条及び第２８条関係＞  

  ア 「名あて人」を「名宛人」に改めます。  

  イ 「かかわる」を「関わる」に改めます。  
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３ その他  

（１）施行日は、平成２７年４月１日とします。  

（２）附則において、本条例を引用している次の条例の一部を改正し、条項の

整理を行います。  

  ア 亀山市印鑑の登録及び証明に関する条例  

  イ 亀山市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例  

  ウ 亀山市税条例  

  エ 亀山市国民健康保険税条例  

 

（参考）  

○行政指導の方式及び行政指導の中止等の求め  

      現 行               改 正 後  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○処分等の求め  

     現 行                  改 正 後  

 

 

 

 

法律又は条例に  

基づく行政指導  ※苦情の申出  

 

 

法律又は条例に       

基づく行政指導  

※根拠となる法令の    中止等の 

条項等を明示        の求め 

行政庁  

事業者等

業 者 

行政庁  

事 業 者 等 法令の要件に適合

しないと思料する

とき  

 

 

 

聴聞     処分  

弁明  

 

 

処分の求め 

        聴聞    処分 

        弁明 

行政庁  
行政庁  

事 業 者 等 

（法令違反行為）  

\ \ \ ）  

事 業 者 等 

（法令違反行為）  

\ \ \ ）  

市 民  

 法令違反の

事実発見  

行政指導の相手方は、行政庁にその中止

等を求めることができることとする。  

第三者たる市民が行政庁に処分を求める

ことができることとする。  
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件   名  
亀山市職員定数条例の一部を改

正する条例  

企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  地方教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築等の

ため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」

（平成２６年法律第７６号）が平成２７年４月１日に施行されることに伴い、

所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

本条例で引用している「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２１

条が第１９条に繰り上げられたことに伴い、条項の整理を行います。  

 ＜第１条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  

亀山市教育委員会教育長の給与、

勤務時間等に関する条例の一部

を改正する条例  

教育委員会事務局  

教育総務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  地方教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築等の

ため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」

により、教育公務員特例法が改正されたことに伴い、所要の改正を行うもの

です。  

２ 改正内容  

本条例が引用している「教育公務員特例法」第１６条の規定が削除された

ことに伴い、条文の整備を行います。 ＜第１条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市職員給与条例の一部を改

正する条例  

企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

平成２６年８月７日の人事院勧告に鑑み、国の一般職に属する職員の給

与制度の総合的な見直しが行われ、平成２７年４月１日から実施されるこ

とから、市の一般職の職員の給与等においても国に準じた取扱いとするた

め、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）給料表水準の引下げに合わせ、地域手当の支給割合、支給地域等が見直

されたため、平成３０年４月１日から、地域手当の支給割合について４％

を６％に改めます。 ＜第２６条関係＞ 

（２）管理監督職員が、災害への対処その他の臨時又は緊急の必要によりやむ

を得ず平日深夜（午前０時から午前５時までの間）に勤務した場合には、

勤務１回につき、６，０００円を超えない範囲内において規則で定める額

の管理職特別勤務手当を支給することとします。 ＜第３４条関係＞  

（３）医療職給料表（一）を除くすべての給料表について、給料月額を平均

２％引き下げることとします。 ＜別表第１、別表第３及び別表第４関係＞  

（４）５５歳を超える職員（行政職（一）６級相当以上）に対して平成２２年

度から実施している給料等の１．５％減額支給措置については、５５歳を

超える職員の給与の適正化を講ずることから、平成３０年３月３１日をも

って廃止することとします。 ＜附則第１１項関係＞ 

３ その他  

（１）施行日は、平成２７年４月１日とします。  

（２）給料表の水準の引下げによる職員の生活への影響を緩和するため、施行

日から平成３０年３月３１日までの３年間に限り、新たな給料表の給料月

額が平成２７年３月３１日に受けていた給料月額に達しない場合は、その

差額を給料として支給する経過措置を設けます。 
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件   名  
亀山市職員退職手当支給条例の

一部を改正する条例  

企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

国家公務員の給与制度の総合的見直し等が退職手当の支給水準に及ぼす

影響等に鑑み、「国家公務員退職手当法の一部を改正する法律」（平成２６

年法律第１０７号）が平成２７年１月１９日に施行されました。この法律

により国家公務員の退職手当が改正されたことから、市の一般職の職員の

退職手当においても国に準じた取扱いとするため、所要の改正を行うもの

です。  

２ 改正内容  

退職した職員の退職前５年間の職責に応じて、退職手当の基本額に加算

することとされている「調整額」について、調整月額を次のように改めま

す。  

また、勤続期間が２４年以下の自己都合退職者以外の退職者であり第５

号区分に該当する者について、他の区分と同様に退職手当の基本額に調整

額を加算して支給することとします。 ＜第９条の４関係＞  

区分 
現行 

（円） 

改正後 
（円） 

（参考）職員の区分 

行

（一） 

行

（二） 

医

（一） 

医

（二） 

医

（三） 

第１号 41,700 54,150 7 級   4 級     

第２号 33,350 43,350 6 級   3 級 6 級 6 級 

第３号 25,000 32,500 5 級       5 級 

第４号 20,850 27,100 4 級 5 級 2 級 5 級 4 級 

第５号 16,700 21,700 3 級 
4 級 

  
 

4 級 3 級 

3 級( 1 2 0

月以上 )  
3 級 

2 級( 3 6 0

月以上 ) 

※第６号区分については、改正はありません。 

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市手数料条例の一部を改正

する条例  

環境産業部森林林業室 

建設部建築開発室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

次の法改正等に伴い、所要の改正を行うものです。 

（１）「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律」

（平成２６年法律第４６号）の改正規定の一部が平成２７年５月２９日か

ら施行されることに伴い、所要の改正を行います。 

（２）「建築基準法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第５４号）の改

正規定の一部が平成２７年６月１日から施行されることに伴い、構造計算

適合性判定制度が見直されることから、所要の改正を行います。 

（３）「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度が

見直され、国土交通省より長期優良住宅建築等計画の認定に係る事務実施

体制整備等について技術的助言がなされたことから、「長期優良住宅の普

及の促進に関する法律」に規定する認定手数料について、所要の改正を行

います。 

（４）「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に規定する変更認定及び地

位承継の承認に係る手数料を徴収するため、所要の改正を行います。 

２ 改正内容  

（１）亀山市手数料条例の一部改正（第１条による改正）  

ア 「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」の題名が「鳥獣の保護及

び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改正されたことから、条例で

引用する法律名を改めます。 ＜別表第１関係＞  

イ 建築確認審査における構造計算適合性判定（以下「判定」といいま

す。）は建築主事が判定機関に求めなければならない事務であり、これ

まで確認申請時に判定の手数料を加算して徴収し、委託料として判定機

関に支出していましたが、法改正により建築主が判定機関に直接支払う

こととなるため、判定に係る手数料の規定を削ることとします。  

＜別表第３、別表第４及び別表第５関係＞  

ウ 法改正により、移転については同一敷地内での移転だけでなく別敷地に  
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移転する場合も移転として定義されましたが、確認申請等の手数料につ

いては、別敷地に移転する場合の手数料は新築と同額の手数料を徴収す

ることとします。 ＜別表第３関係＞  

エ 長期優良住宅建築等計画の認定において、住宅性能評価制度を活用す

る新たな審査区分に対する手数料の規定を加えることとします。  

＜別表第４関係＞  

（２）亀山市手数料条例の一部改正（第２条による改正）  

長期優良住宅建築等計画の認定において、変更認定及び地位承継の承認

申請に対する手数料の規定を加えることとします。 ＜別表第４関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年６月１日から施行します。ただし、一部の改正規定

については、次の日から施行します。  

（１）のエ･･･平成２７年４月１日  

（１）のア･･･平成２７年５月２９日  

（２）･･･平成２７年７月１日  
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件   名  

亀山市教育に関する事務の職務

権限の特例に関する条例の一部

を改正する条例  

教育委員会事務局

教育総務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  地方教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築等の

ため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」

（平成２６年法律第７６号）が平成２７年４月１日に施行されることに伴い、

所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

本条例で引用している「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２４

条の２が第２３条に繰り上げられたことに伴い、条項の整理を行います。  

 ＜本則関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  

 
 



14 

 

件   名  
亀山市保育所設置条例の一部を

改正する条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法

律第６７号）により児童福祉法が改正されたことに伴い、所要の改正を行い

ます。 

２ 改正内容  

改正後の児童福祉法の規定に合わせ、保育所の設置に係る規定中「保育に

欠ける」を「保育を必要とする」に改めます。 ＜第１条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市待機児童館条例の一部を

改正する条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」（平成２４

年法律第６５号）が制定され、「子ども・子育て支援法及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法律第６７

号）により児童福祉法が改正されたことに伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）待機児童館の設置根拠を、児童福祉法第２４条第１項ただし書きから同

法第２４条第７項に改めます。 ＜第１条関係＞  

（２）子ども・子育て支援法の制定及び児童福祉法の改正により改められた規

定中の表現について、次のとおり法律に合わせた表現に改めます。  

 ＜第１条、第３条、第４条及び第１０条関係＞  

ア 「保育所への入所」及び「保育所に入所」を「保育所等の利用」に改

めます。  

イ 「保育に欠ける」を「保育を必要とする」に改めます。  

ウ 「保育費用」を「利用者負担額」に改めます。  

（３）待機児童館に入所することができる児童を、「亀山市保育の実施に関す

る条例（平成１７年亀山市条例第８６号）第２条に規定する保育の実施基

準に該当する児童」から、「子ども・子育て支援法第１９条第１項第２号

の内閣府令で定める事由に該当する児童」に改めます。 ＜第４条関係＞  

（４）子ども・子育て支援新制度において、標準的な保育の利用については、

１日８時間の就労に通勤時間を加えた１１時間の保障が必要とされたこと

から、待機児童館における１日の保育時間を「８時間」から「１１時間」

に改めます。 ＜第６条関係＞  

（５）待機児童館における保育料については、認可保育所の保育料と同額とし

ていることから、新たに制定する「亀山市立保育所利用者負担額等の徴収  
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に関する条例」で定める利用者負担額と同額とします。 ＜第１０条関係＞ 

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



17 

 

件   名  
亀山市学童保育所条例の一部を

改正する条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「亀山市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２６年亀山市条例第２４号）

が平成２７年４月１日から施行されることに伴い、所要の改正を行うもので

す。  

また、放課後児童健全育成事業を実施する施設の名称について、新制度の

実施に合わせて国において使用する名称である「放課後児童クラブ」に統一

するため、併せて所要の改正を行います。  

２ 改正内容  

（１）放課後児童健全育成事業を実施する施設の名称を「学童保育所」から

「放課後児童クラブ」に改めます。 ＜題名、第１条から第１０条まで及び別表第１関係＞  

（２）放課後児童クラブの定員をおおむね４０人に改めます。  

 ＜第２条及び別表第１関係＞  

（３）放課後児童クラブを利用できる対象児童を「おおむね１０歳未満の小学

校就学児童」から「小学校就学児童」に改めます。  

 ＜第７条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、平成２７年４月１日とします。  

（２）施行日前から存在する放課後児童健全育成事業を実施する施設について

は、当分の間、２の（２）の規定は、適用しないことができることとし、

この場合において、当該施設の定員は、なお従前の例によることとする経

過措置を設けます。  
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件   名  
亀山市国民健康保険税条例の一

部を改正する条例  

市民文化部 

保険年金室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「地方税法施行令の一部を改正する政令」（平成２６年政令第１３２号。

以下「政令」といいます。）により、平成２６年４月１日から国民健康保険

税の後期高齢者支援金等課税額等の課税限度額が引き上げられたため、所要

の改正を行うものです。  

また、地方税法施行規則の一部改正に伴う条項の整理を行うため、併せて

所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）国民健康保険税の後期高齢者支援金等課税額（後期高齢者支援金分）及

び介護納付金課税額（介護分）の課税限度額を政令で定める課税限度額に

改正します。 ＜第２条及び第２６条関係＞  

 現行  改正後  

後期高齢者支援金等課税額  １４万円  １６万円  

介護納付金課税額  １２万円  １４万円  

（２）本条例で引用している「地方税法施行規則」第２４条の３７が第２４条

の３６に繰り上げられたことに伴い、条項の整理を行います。  

＜第２３条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、２の（１）については平成２７年４月１日とし、２の（２）

については、公布の日とします。  

（２）改正後の規定は、平成２７年度以降の年度分の国民健康保険税について

適用することとします。  

 

（参考）  

国民健康保険税の基礎課税額（医療分）の課税限度額（５１万円）につい

ては改正を行いません。そのため、今回の改正により、国民健康保険税の課

税額（基礎課税額＋後期高齢者支援金等課税額＋介護納付金課税額）の限度

額は、８１万円になります。  
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件   名  
亀山市農業集落排水処理施設条

例の一部を改正する条例  

建 設 部 

上下水道局 

下 水 道 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  昼生地区の農業集落排水処理施設が供用を開始することに伴い、当該処理

施設の設置及び新規加入金について定めるため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）昼生地区の農業集落排水処理施設の設置について、その名称、位置及び

処理すべき区域を定めます。 ＜別表第１関係＞  

（２）当該処理施設の処理区域に属する区域の新規加入金は、１戸当たり

４３０，０００円とします。 ＜別表第３関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２７年３月３１日とします。  

 

（参考）  

 昼生地区処理場の概要  

  ・処理施設計画人口 １，５１０人  

  ・受益戸数  ４７３戸  

  ・他地区の新規加入金の額  

区 域  新規加入金 (1戸当たり )  

田村地区浄化センターの処理区域に属する区域  430 ,000円  

井尻地区処理場の処理区域に属する区域  730 ,000円  

小川地区処理場の処理区域に属する区域  670 ,000円  

白木地区処理場の処理区域に属する区域  530 ,000円  

辺法寺地区処理場の処理区域に属する区域  520 ,000円  

白木一色地区浄化センターの処理区域に属する区域  400 ,000円  

沓掛地区浄化センターの処理区域に属する区域  330 ,000円  

上加太地区浄化センターの処理区域に属する区域  220 ,000円  

下加太地区浄化センターの処理区域に属する区域  240 ,000円  

両尾・安坂山地区処理場の処理区域に属する区域  380 ,000円  

坂下地区浄化センターの処理区域に属する区域  330 ,000円  

市瀬地区浄化センターの処理区域に属する区域  360 ,000円  

南部地区処理場の処理区域に属する区域  350 ,000円  
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件   名  
亀山市営住宅条例の一部を改正

する条例  

建 設 部 

営繕住宅室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  市では、低所得者などの住宅困窮者の居住の安定の確保を図るため、亀山

市住生活基本計画（平成２１年３月策定）において、平成２７年度までに

２００戸の市営住宅を供給するという目標を定め、そのうち７０戸を民間が

所有する賃貸共同住宅の活用により供給することとしています。  

このため、亀山市民間活用市営住宅事業により新たに借り上げる賃貸共同

住宅について、市営住宅として設置及び管理を行うこととするため、所要の

改正を行うものです。  

２ 改正内容  

  借上げによる市営住宅として、次の住宅を新たに設置します。  

 ＜別表第１関係＞  

設置年度  名称  位置  構造  戸数  

平成２７

年度  

野村団地住宅  野村一丁目１０番７－１

０１号、１０番７－２０

２号、１０番７－２０３

号、１０番７－２０５号

及び１０番７－３０３号  

中層耐火３階  ５  

３ その他  

施行日は、公布の日とします。  
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件   名  
亀山市水道事業給水条例の一部

を改正する条例  

建 設 部 

上下水道局  

上 水 道 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

三重県企業庁が経営する水道用水供給事業の料金が、５年間の総括原価に

基づき見直されます。これにより、市が給水を受ける北中勢水道用水供給事

業北勢系長良川水系（以下「北中勢水道」といいます。）の基本料金が平成

２７年度から引き下げられることに伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

北中勢水道に係る給水を受ける場合の水道料金について、１月の基本料金

を次のとおり改正します。 ＜別表第２関係＞ 

 現行 改正後 

１月の基本料金 
（基本使用水量１㎥につき） 

３，０７８円（※） ２，７９７円２０銭（※） 

（※）消費税を含む額です。  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とし、同年４月分として徴収する水道料金

から適用します。  
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件   名  
亀山市消防団条例の一部を改正

する条例  

消  防  本  部  

消防総務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」（平成２５年

法律第１１０号）が制定され、国及び地方公共団体は、消防団員の処遇を改

善するため、活動の実態に応じた適切な報酬等が支給されるよう必要な措置

を講ずることとされました。  

このことから、消防団員が災害に出動した場合等に支給する費用弁償の額

を改定するため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

  消防団員が災害に出動した場合等に支給する費用弁償の額を次のように改

定します。 ＜第１４条、別表第２関係＞  

【現行】  

区分  金額  

水火災  １回につき４，１００円  

訓練  １回につき４，１００円  

警戒  １回につき４，１００円  

【改正後】  

区分  金額  

水火災その他の災害に出動した場合  １回につき５，０００円  

水火災その他の災害の警戒及び行方不明者

の捜索に出動した場合  
１回につき４，０００円  

訓練に参加した場合  １回につき４，０００円  

広報活動及び指導（講習会における指導を

いう。）を行った場合  
１回につき４，０００円  

研修及び会議に出席した場合  １回につき３，０００円  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市保育の実施に関する条例

を廃止する条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法

律第６７号）により児童福祉法が改正されました。これにより、条例委任と

なっていました保育の実施基準については、特定教育・保育の利用について

の要件として内閣府令で定めることとなり、「子ども・子育て支援法施行規

則」（平成２６年内閣府令第４４号）に規定されました。  

このため、保育の実施基準について市が条例で定める必要がなくなったこ

とから、本条例を廃止します。 

２ 廃止内容  

本条例を廃止します。  

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  
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